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１ 決算規模 

(１) 決算規模の推移 

 

本市の一般会計決算規模は、平成 1７年度から平成 2６年度までを見てみると、

歳入・歳出ともに増加傾向となっています。 

特に、平成 21 年度以降は大きく増加していますが、これは、生活保護費や障が

い者自立支援給付費、私立保育所運営費助成等の扶助費の増加に加え、旧富合町・

旧城南町・旧植木町との合併による新市基本計画事業の実施や、指定都市移行によ

る権限移譲により、国・県道整備関連経費や精神保健福祉関連経費などが増加した

ことによるものです。 

平成 26 年度の歳入は、前年度比 1.3％増の 2,984 億円、歳出は、前年                           

度比 1.1％増の 2,928 億円となり、歳入、歳出ともに過去最高額を更新しました。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※H7 の決算額は特殊要因である開発公社関連分を除く 
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(２) 決算収支の推移 

 

一般会計の決算収支の推移をみると、歳入と歳出の差から翌年度へ繰越すべき財

源を引いた実質収支では継続して黒字を確保しています。 

また、実質収支から前年度の実質収支（繰越金）を差し引いた単年度収支につい

ては、平成２５年度は４年ぶりに黒字となりましたが、平成 26 年度は赤字となっ

ています。 

過去の実質収支の推移を見てみると、平成 21 年度の 65 億円を除くと、この

10 年間は 20 億円台から 30 億円台の間で推移しており、この実質収支は決算剰

余金として次年度の補正予算の財源などに活用しています。 

なお、平成 21 年度は合併のため突出して実質収支が多いのですが、合併の影響

を除くと 38 億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※H7 の決算額は特殊要因である開発公社関連分を除く 
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2 歳入の分析 

（１） 歳入の推移 

 

一般会計の歳入総額の推移をみると、平成 17 年度から平成 20 年度までは

2,100 億円程度で推移していますが、平成 21 年度以降、合併や指定都市移行によ

り増加傾向となっており、平成 26 年度は 2,984 億円となり、過去最高額となっ

ています。 

平成 21 年度以降、歳入総額が大きく増加している要因として、国県支出金が大

幅に増加していますが、これは、平成 21 年度の定額給付金給付事業や平成 22 年

度以降の子ども手当（現在は児童手当）の制度創設に加え、生活保護費や障がい者

自立支援給付費等の扶助費の増加による充当財源が増加したこと、また、国の経済

対策による投資的経費への充当財源が増加したことによるものです。 

また、市債についても増加傾向となっていますが、これは地方交付税の代替財源

である臨時財政対策債の増加に加え、指定都市移行に伴う区役所整備や国・県道整

備に充当する市債が増加したこと、国の経済対策に応じた補正予算債の活用による

投資的経費の増加によるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※H7 の決算額は特殊要因である開発公社関連分を除く 
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（２） 市税 

① 市税収入額の推移 

 

市税収入は、「三位一体の改革」による国から地方への税源移譲の影響により、

平成 19 年度に個人市民税が大きく増加したことにより、総額で 56 億円の大幅

な増加となりましたが、平成 21 年度には、リーマンショックを契機とした景気

後退の影響で法人市民税が減少したことにより大幅な減少となりました。 

平成 22 年度以降は、合併や景気の緩やかな回復、収納対策により増加に転じ、

平成 26 年度の市税収入は、前年度比 2.3％、22 億円増の 983 億円となりまし

た。 

また、市税の収納率については、平成 17 年度決算では 90.8％でしたが、特

別徴収の推進や初期未納対策、捜索・公売の推進などの収納対策により平成 26

年度決算では 94.9％まで上昇しており、未収入額（滞納額）も、近年のピーク

時である平成２１年度の 84.9 億円から、平成 26 年度には 47.5 億円まで減少

しています。 
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年度 H7 H12 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

未収入額 84.0 88.5 70.6 70.3 73.8 78.4 84.9 80.5 76.2 65.2 53.6 47.5



39  

  ② 市税収入額と収納率の状況 

 

本市の収納率は前ページで示したように着実に上昇しているものの、他の指定

都市と比較すると最下位となっており、更に、市税収入額は指定都市２０市中最

下位で、唯一 1,000 億円を下回っている状況です。 

また、市民一人当たりの市税額を比較しても、本市は 134 千円（平成 25 年

度：131 千円）となり、前年度と比べ 3 千円増加しましたが、指定都市２０市

中最下位となっています。 

更に、歳入に占める市税の構成比は 32.4％で、指定都市２０市中 1６番目と

なっており、本市の財政力の弱さが見受けられます。 
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③ 個人市民税 

 

市税の内訳を見てみると、個人市民税は「三位一体の改革」により、平成 19

年度に国税である所得税から市税である個人市民税への税源移譲がなされ大幅に

増加しましたが、平成 21 年度のリーマンショックの影響により減少しています。 

その後は、年少扶養控除の廃止（平成 24 年度～）や、東日本大震災を受けて

行う防災事業の財源を確保するための個人市民税の均等割額の引き上げ（平成

26 年度～）などの税制改正の影響に加え、景気の緩やかな回復基調による調定

額の増加や、特別徴収の推進により増加傾向となっており、平成 26 年度は 352

億円となっています。 

しかしながら、他の指定都市と比較すると、均等割額は同程度ですが、所得割

額が低く、本市の市民一人あたりの個人市民税は 20 市中 19 番目となっており、

収納率向上対策に加え、雇用に直結する企業立地の促進や地場企業の振興による

市民所得の増加が必要です。 
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④ 法人市民税 

 

法人市民税については、リーマンショックの影響により、平成 21 年度は前年

度から 2３億円減の 71 億円まで落ち込みましたが、その後は合併や企業の業績

改善により増加傾向となり、平成 26 年度は 105 億円まで回復しています。 

しかしながら、他の指定都市と比較すると、均等割額は同程度ですが、法人税

割額が低く、本市の法人市民税は 20 市中 17 番目（北九州市、堺市と同位）と

なっており、企業立地の促進や中小企業支援などが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22 22 23 23 22 23 23 24 26 27

75 78 79
71

49

63 67 69 68
78

97
100 102

94

71

86
90

93
94

105

15 15 15
14

11

12 12
13 13

14

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0

20

40

60

80

100

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

法人市民税の推移（一般会計）

均等割 法人税割 市民一人当たりの法人市民税

（単位：億円） （単位：千円）

7 5 5 5 4 4 3 3 3 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3

44

26 24 22
18 17 17 16 16 14 14 14 14 13 13 12 11 11 11

8

51

31 29
27

22 21 20 19 19 18 18 17 17 16 16 15 14 14 14
11

0

10

20

30

40

50

市民一人当たりの法人市民税の指定都市比較（普通会計）

均等割 法人税割

（単位：千円）

（平成27年3月31日 住民基本台帳人口で比較）



42  

⑤ 固定資産税 

 

次に、固定資産税については、３年毎に評価替え（地価や建物の減価償却を加

味して固定資産の再評価を行うこと）を行っており、平成１８、２１、２４年度

は減少していますが、その他の年度については家屋の新築等により増加しており、

平成 26 年度は 388 億円となっています。 

しかしながら、他の指定都市と比較すると、本市の固定資産税は 20 市中最下

位となっており、これは、家屋については税収の柱となる大きな建物が少ないこ

と、土地については、市の中心部の土地の地価は高いものの周辺に地価の低い農

地や山林が多いこと、また、償却資産については、その課税の対象となる工場な

どが少ないことが要因です。 
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⑥ 都市計画税 

 

次に、都市計画税については、市街化区域内にある土地・家屋が課税の対象で、

固定資産税と同じ土地・家屋の評価額が課税標準となり、概ね 50 億円程度で安

定的に推移しています。 

しかしながら、他の指定都市と比較すると、本市の都市計画税は 20 市中最下

位となっており、費目ごとに見ても、土地・家屋ともに 20 市中最下位となって

います。これは、固定資産税と同様の理由に加え、都市計画税率が本市のみ 0.2％

（他都市は概ね 0.3％）であることが大きな要因です。 
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(３) 地方交付税と臨時財政対策債 

① 地方交付税と臨時財政対策債の推移 

 

地方交付税と臨時財政対策債の合計額は、「三位一体の改革」による、国から地方

への税源移譲により財源不足額が縮小し、平成 19 年度には 329 億円まで減少し

ました。 

その後は、生活保護費等の社会保障関係経費が増加したこと、リーマンショック

を契機とした景気後退により市税が減少したことに加え、合併の影響により地方交

付税と臨時財政対策債の合計額は大きく増加しました。 

また、平成 24 年度の指定都市移行による権限移譲に伴い、国・県道整備関連経

費や、精神保健福祉関係経費などが増加したことにより、財源不足額が拡大し地方

交付税と臨時財政対策債の総額は増加しました。なお、指定都市は普通交付税から

臨時財政対策債に振り替えられる額が大きくなるため、地方交付税は減少し、臨時

財政対策債は増加しています。 

平成 26 年度については、平成 25 年度に行われた給与費削減の復元や、生活保

護費や高齢者福祉費等の社会保障関係経費の増加により、基準財政需要額は増加し

たものの、景気回復による市税収入の増加や消費税率引上げに伴う地方消費税交付

金の増加により基準財政収入額が増加したことから、地方交付税と臨時財政対策債

の合計額は減少し、前年度比 2.4％、14 億円減の 570 億円となり、地方交付税

が 351 億円、臨時財政対策債が 219 億円となっています。 
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② 地方交付税と臨時財政対策債の状況 

 

地方交付税と臨時財政対策債の合計額を他の指定都市と比較すると、本市は 20

市中 10 番目となっていますが、一般財源（P46 で詳しく説明）に占める地方交付

税と臨時財政対策債の割合は 20 市中 1 番高い割合となっており、地方交付税と臨

時財政対策債に多くを依存していることがわかります。 

また、市民一人あたりの地方交付税と臨時財政対策債は、20 市中 4 番目に高く、

更に、歳入全体に占める割合は 18.8％で、指定都市の中で最も依存しており、国

の厳しい財政状況を考えると、地方交付税と臨時財政対策債に依存しない市税収入

の確保が必要です。 
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(４) 一般財源 

① 一般財源の推移 

 

一般財源とは、財源の使途が特定されない、どんな経費にも使用することができ

る歳入のことをいい、これまで説明した市税や地方交付税、臨時財政対策債のほか、

地方揮発油譲与税や地方消費税交付金などの譲与税等があります。 

地方自治体の歳出規模を決定する主因である一般財源の規模ですが、市税が対前

年度マイナスになるときは、地方自治体が市民サービスを行ううえで必要な財源を

保障するよう地方交付税がそれを補う機能を果たします。 

しかしながら、平成 19 年度の「三位一体の改革」では、税源移譲による市税の

増加以上に地方交付税が減少したため、総額では大きく減少しています。 

その後は、合併により大きく増加し、景気回復に伴う市税の増加や社会保障関係

経費の増加等による地方交付税と臨時財政対策債の合計額の増加、更に、指定都市

移行に伴う軽油引取税交付金等の新たな歳入による譲与税等の増加で増加傾向と

なっており、平成 26 年度は、前年度比 1.2％、21 億円増の 1,704 億円となり

過去最高となりました。 
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② 市民一人当たりの一般財源の状況 

 

市民一人当たりの一般財源を他の指定都市と比較すると、20 市中 16 番目（浜

松市・川崎市と同位）となっています。 

一般財源の内訳では「市税」が 134 千円で 20 市中最下位、「地方交付税」が

48 千円で 20 市中 3 番目（札幌市と同位）、「臨時財政対策債」が 20 市中 5 番目

（広島市と同位）、となっており、他の指定都市に比べ税収が少ない分を地方交付

税と臨時財政対策債が補っており、財政に余裕がない状態であるといえます。 
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(５) 市債 

 

市債借入額は、投資的経費の抑制により平成 7 年度（開発公社関連分除く）の

327 億円から、平成 17 年度は 184 億円まで減少しましたが、その後は臨時財政

対策債の増加などにより平成 26 年度は 432 億円となっており、歳入全体に占め

る市債の割合も、平成 17 年度の 8.8％から平成 26 年度は 14.5％まで増加し、

地方債への依存度が高まっています。 

内訳を見てみると、投資的経費に充当する市債は（臨時財政対策債と繰上償還に

かかる借換債を除く）、平成 18 年度から平成 20 年度までは 150 億円程度で推移

していましたが、その後は合併に伴う新市基本計画の実施や指定都市移行による区

役所整備、国・県道整備などにより増加し、近年は 200 億円から 210 億円程度

で推移しています。 

次に、臨時財政対策債については、平成 21 年度以降大幅に増加していますが、

これは、臨時財政対策債の算定手法の段階的な見直しと、更に平成 24 年度以降は

指定都市移行により、普通交付税から臨時財政対策債に振り替えられる額が多くな

ったことによるものです。 

平成 26 年度の臨時財政対策債の借入額は 219 億円となり、前年度よりも 1 億

円減少しましたが、本市の市債借入額の半分を占めており、市債発行の抑制や市債

残高の削減に大きな支障を及ぼしています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※H7 の決算額は特殊要因である開発公社関連分を除く 

519

327

204 128
150

150
148

204 192 189 204 216 213

56
51 46 44

69
125 126

200
220 219

14
42

25

44

519

327

204
184

201 210
234

298

361

317

404

436 432

20.8%

15.5%

9.0%
8.8%

9.6%
9.2% 8.9%

11.2%

11.8% 11.6%

14.6%
14.8%

14.5%

5.0%

7.0%

9.0%

11.0%

13.0%

15.0%

17.0%

19.0%

21.0%

23.0%

25.0%

0

100

200

300

400

500

600

H7 ※H7 H12 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

市債借入額の推移と歳入構成比（地方債依存度） （一般会計）

市債借入額（臨財債・借換債除く） 臨時財政対策債 借換債 地方債依存度（借換債除く）

（単位：億円）



49  

これまで、歳入の推移をみてきましたが、国の「三位一体の改革」という言葉が

説明に使用されています。 

国の「三位一体の改革」とは、どのようなものだったのでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成１８年度までに実施された「三位一体の改革」とは、地方分権の理念に沿っ

て、歳入・歳出両面で地方の自由度を高めて、地方が自らの支出を自らの権限、責

任、財源において執行する割合を増やし、住民に必要な行政サービスを地方自らの

責任で自主的、効率的に選択する幅を大きくすることを目指すとともに、国・地方

を通じた大幅な財源不足を圧縮するため、財政の健全化と持続可能な行財政システ

ムの構築を目指し、地方にも行財政改革を促すものでした。 

これらは、「①地方への税源移譲」「②国庫補助負担金の改革」「③地方交付税の改

革」を大きな３つの柱としていることから「三位一体の改革」と呼ばれています。 

 本市の影響額は次のとおりです。 

 

本市影響額

全　体　像

△４８億円＋41億円
　　△１３９億円
　地方交付税　△８６億円

　臨時財政対策債　△５３億円

② 国庫補助負担金の改革

① 税 源 移 譲 ③ 地方交付税の改革

臨時財政対策債を
含めた総額の抑制

Ｈ１5～１８で△５．１兆円Ｈ１６～１８で△３．１兆円

H16～18
本市影響合計　△１４６億円

Ｈ１８までに＋３兆円

段階的実施

国の「三位一体の改革」ってなあに？ 
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３ 歳出の分析 

（１） 目的別歳出 

① 決算額、構成の推移 

 

歳出を行政目的別に区分し、どの分野に多く使われているのか、第 1 位から第 3

位まで見てみると、第 1 位である民生費が増加し続けており、20 年前の平成 7 年

度決算額は 471 億円、構成比 19.1％であったものが、平成 26 年度は 1,225 億

円、構成比 41.8％となり、2 倍以上となっています。 

次に、第2位の土木費については、平成7年度決算額は506億円、構成比20.6％

で第 1 位でしたが、投資的経費の抑制により平成 20 年度には 254 億円まで減少

しました。しかしながら、合併や指定都市移行により近年は増加傾向となっており、

平成 26 年度は 417 億円となっています。 

次に、第 3 位の公債費については、過去の投資的経費の抑制により減少傾向で、

平成 26 年度は 316 億円となっています。しかしながら、合併に伴う新市基本計

画の実施や、指定都市移行に伴う国・県道整備に加え、臨時財政対策債の増加によ

り、市債残高が増加していることから、今後は増加に転じることが見込まれます。 

次に、平成26年度決算で、前年度と比べ大きく増減している分野を見てみると、

教育費と衛生費が大きく増加しており、農林水産業費と総務費が大きく減少してい

ます。 

まず、教育費は、前年度と比べ 23 億円の増加となっていますが、これは国の緊

急経済対策による地域の元気基金を活用した小学校施設の整備や、城南総合スポー

ツセンターの整備、特別支援学校・平成さくら支援学校建設などによるものです。 

次に、衛生費が前年度と比べ 12 億円の増加となっていますが、これは、新西部

環境工場の整備や水痘及び成人用肺炎球菌予防接種の法定化に伴う経費の増加な

どによるものです。 

一方、減少した分野では、農林水産業費が前年度と比べ 52 億円の減少となって

いますが、これは、国の緊急経済対策に連動して一時的に増額していた集出荷施設

や低コスト耐候性ハウス整備等への助成の減や、食肉センター廃止関連経費の減少

などによるものです。 

次に、総務費は前年度と比べ 26 億円の減少となっていますが、これは、前年度

に行った、国の経済対策である地域の元気臨時交付金を原資とした基金への積立金

が減少したことによるものです。 
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※H7 の決算額は特殊要因である開発公社関連分を除く 

次のページからは、主な歳出である「民生費、土木費、教育費、衛生費」につい

て、詳しく見てみます。 
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② 民生費の内訳の推移 

 

民生費については、平成 17 年度 664 億円だったものが、平成 26 年度は約 2

倍の 1,225 億円となっています。 

内訳を見てみると、国民健康保険会計への繰出金や障がい者自立支援給付費など

の社会福祉費が平成 17 年度 266 億円だったものが、平成 26 年度には 506 億

円となっています。これは、国民健康保険会計加入者の高齢化による給付費増や累

積赤字解消に向けた一般会計繰出金が増加したこと、障がいサービス受給者の増加

や指定都市移行に伴う精神保健福祉関連経費の皆増など障がい者自立支援給付費

の増加などによるものです。 

また、平成 26 年度が前年度と比べ 43 億円増加していますが、これは障がい者

自立支援給付費の増加に加え、消費税率引上げに伴う臨時福祉給付金が交付された

ことが大きな要因です。 

次に児童福祉費ですが、平成１７年度２１５億円だったものが、平成２６年度に

は４２７億円となっています。これは、児童手当の制度改正（平成 22、23 年度

は子ども手当）による増加や児童相談所を設置したこと（平成 22 年度）に加え、

保育所入所児童数の増加による保育所関連経費が増加し続けていることなどによ

るものです。 

次に生活保護費ですが、平成１７年度１８２億円だったものが、平成２６年度に

は２９０億円となっています。これは、平成 22 年度の合併に加え、景気低迷、高

齢化社会の影響により生活保護受給者数が年々増加していることが要因となって

います。 
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③ 土木費の内訳の推移 

 

土木費については、平成 17 年度から平成 23 年度まで 250 億円から 300 億

円程度で推移していましたが、指定都市移行後は増加し続けており、平成 26 年度

は 417 億円となっています。 

内訳を見てみると、道路橋梁費が平成 17 年度から平成 23 年度まで 60 億円か

ら 80 億円程度で推移していましたが、指定都市移行に伴い国・県道の整備や管理

を行うことになったことから、平成 24 年度には前年度から 51 億円増加し、125

億円となっています。更に平成 25、26 年度も前年度と比べ大幅に増加していま

すが、これは熊本西環状線整備の本格化が主な要因です。 

次に都市計画費ですが、平成 21 年度に下水道費と分けられましたが、合計する

と 150 億円から 170 億円程度で推移しています。平成 26 年度は前年度と比べ

11 億円の増加となっていますが、これは花畑広場整備に係る旧産業文化会館隣接

地用地取得などによるものです。 
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④ 教育費の内訳の推移 

 

教育費については、平成 20 年度に 208 億円まで減少しましたが、その後は増

加傾向となっており、平成 26 年度は 260 億円となっています。 

内訳を見てみると、小学校費が合併により学校数が増加したことに加え、体育館

等の天井落下防止対策や、田迎西小（平成 25 年度開校）、力合西小（平成 26 年

度開校）、龍田西小（平成 28 年度開校予定）の分離新設校の建設により、年度に

よって事業費規模が大きくなっています。 

次に、中学校費については、30 億円程度で推移していますが、平成 22 年度と

平成 23 年度は 40 億円台と事業費が大きくなっています。これは、体育館等の天

井落下防止対策に加え、校舎老朽化により大規模改修工事費が増加したことなどに

よるものです。 

次に、熊本城費は近年 10 億円前後で推移していますが、平成 19 年度以前にお

いては 20 億円から 30 億円程度で推移していました。これは、本丸御殿大広間復

元などの第Ⅰ期熊本城復元整備計画の実施によるものです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

63 67 65 70 75 70 71
86

74 78

33 33 39 32
34

33 33

36

32
38

19 18 18 19
17

17 21

19
29

37
28 29 26 19

23 30 24

25
25

33
34 29 29

31
36 43 40

34
30

31

10

11
12 12

12
12

15

21 22 13 13

12
12 12

19
21

14

24 18 28
9

11
9 8

9
9

9231 225 227

208

224
231 226

245
237

260

0

50

100

150

200

250

300

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

教育費項目毎の推移（一般会計）

小学校費 教育総務費 保健体育費 社会教育費 中学校費 幼稚園費 高等学校費 熊本城費 美術館費 専修学校費

（単位：億円）



55  

⑤ 衛生費の内訳の推移 

 

衛生費については、平成 22 年度に大きく増加し、その後は 190 億円から 200

億円程度で推移しており、平成 26 年度の決算額は 198 億円となっています。 

内訳を見てみると、清掃費が年々増加していますが、東部環境工場の機能維持の

ための基幹的整備を平成 18 年度から平成 21 年度に取り組んだことに加え、平成

22、２３年度は第 2 期扇田環境センター整備の本格化に伴い、96 億円まで増加

しています。その後は一旦減少したものの、新西部環境工場整備に伴い再び増加傾

向となっています。 

次に、保健衛生費ですが、平成 18 年度に総合保健福祉センターのウェルパル建

設用地取得に伴い、一時的に増加していますが、それを除くと 50 億円程度で推移

し、平成 22、23 年度は子宮頸がん等ワクチン接種事業などにより 65 億円まで

増加しています。なお、平成 24 年度は前年度と比べ 12 億円増の 77 億円となっ

ていますが、これは、指定都市移行に伴う組織改変による保健所費からの振り替え

の影響です。 

次に、児童衛生費が平成20年度から新設されましたが、これは組織改変により、

支出の目的をより明確にするため児童衛生に係る経費を保健衛生費から切り分け

たことによるものです。なお、平成 21 年度は前年度と比べ 4 億円増の 10 億円と

なっていますが、これは妊婦検診の充実により増加しています。 
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（２） 性質別歳出 

① 性質別決算額の推移 

 

歳出を経費の性質によって分類し、過去の推移を見てみると、義務的経費である

人件費、扶助費、公債費の合計額が、平成７年度は 1,012 億円でしたが、平成２

６年度は 1,664 億円となっており、652 億円の大幅な増加となっています（義務

的経費の詳しい推移は P58）。構成比を見てみると、平成 7 年度は全体の 49.3％

（※開発公社関連分を除く）でしたが、平成 26 年度は 56.8％となっており、大

きく増加しています。 

次に、投資的経費については、平成 20 年度まで減少傾向となっており、204

億円、構成比 9.6％まで減少しましたが、合併や指定都市移行に伴い増加に転じ、

平成 26 年度は平成 20 年度と比べ 2 倍以上となる 428 億円、構成比 14.6％と

なっています（投資的経費の詳しい推移は P62）。 

次に、物件費については、平成 7 年度は 191 億円でしたが、平成 26 年度は

307 億円となっており、116 億円の増加となっています。これは、指定管理の増

加やごみ収集などのアウトソーシングによる委託料の増加などによるものです。構

成比については、概ね 10％程度で推移しています。 

最後に繰出金ですが、平成 18 年度に大きく減少していますが、これは下水道事

業会計が特別会計から企業会計に移行したことにより、これまで繰出金で支出して

いたものが、補助費等などで支出したことによるものです。なお、平成 18 年度以

降、年々増加傾向となっていますが、これは、国民健康保険会計などの健康福祉関

係の特別会計への繰出金（詳しい説明は P61）が、医療給付費等の増加に伴い年々

増加していることなどによるものです。 
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※H7 の決算額は特殊要因である開発公社関連分を除く 
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② 義務的経費の推移 

 

歳出のうち、人件費、扶助費、公債費については、その性質から容易に削減でき

ないため、義務的経費とされ、（Ｐ11 参照）平成 17 年度以降、1,200 億円台で

推移していますが、合併や指定都市移行に伴い大幅に増加し、平成 26 年度は過去

最高の 1,664 億円となりました。構成比については、平成 7 年度は 49.2％でし

たが、平成 21 年度には 61.0％まで増加し、その後は、投資的経費の増加などに

より、金額では増加しているものの構成比では減少傾向となり、平成 26 年度は

56.8％となっています。 

内訳を見てみると、人件費は、平成 18 年度以降は退職者の増加による退職手当

の増加に加え、合併や指定都市移行による職員数の増加により増加傾向にありまし

たが、平成 25 年度は７月から実施した職員の給与削減により減少し、平成 26 年

度はその復元により増加しています。 

次に、扶助費については、生活保護受給者の増加や障がいサービス受給者の増加

に加え、平成 26 年度は消費税率引上げに伴う臨時福祉給付金等の交付により、前

年度と比べ 54 億円増加しています（扶助費の詳しい推移については P60）。 

次に、公債費については、過去の投資的経費の抑制により近年は減少傾向にある

ものの、合併による新市基本計画の実施や指定都市移行に伴う国・県道整備などに

充当する市債発行額が増加しており、更に臨時財政対策債の残高も増加しているこ

とから、今後は増加が見込まれます。 
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③ 市民一人当たりの義務的経費の状況 

 

市民一人当たりの義務的経費は 227.6 千円で、前年度と比べ 10 千円の増加と

なり、他の指定都市と比べると、20 市中 10 番目となっています。 

内訳で見てみると、公債費は 43.8 千円で、前年度と比べ 0.5 千円減となり 16

番目、扶助費は 117.7 千円で、前年度と比べ 7.1 千円増となり 10 番目、人件費

は 66.1 千円で、前年度と比べ 3.4 千円増となり 7 番目となっています。 

また、歳出全体に占める義務的経費の割合は 56.1％となっており、他の指定都

市と比べても高い水準となっており、財源に余裕のない硬直的な状態であるといえ

ます。 
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④ 扶助費の推移 

 

扶助費については、平成 26 年度決算で 864 億円となり、１０年前の平成１7

年度の 445 億円と比べ２倍近い増加となっています。 

その内訳を見てみると、生活保護費については、合併や景気低迷、高齢化社会の

影響により生活保護受給者数が年々増加しており、平成 26 年度決算では 278 億

円となり、平成 17 年度の 175 億円と比べ 103 億円の増加となっています。 

次に、障がい者自立支援給付費については、各サービスの利用者数の増加と指定

都市移行に伴う権限移譲による精神保健福祉関連経費が増加しており、平成 26 年

度決算では 145 億円となり、平成 17 年度の 53 億円と比べ 3 倍近くまで増加し

ています。 

次に、私立保育所運営費については、少子化により子どもの数は減少しているも

のの、共働き世帯の増加などを受けて、待機児童は増加傾向であり、そのため、待

機児童の解消に向けた、保育所の新設・増設、定員増による対応を図っているため、

決算額は年々増加しており、平成 26 年度決算では 144 億円となっています。 

 

 
  
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

※３単県医療費助成とは、県の単独補助を受けて実施している、子ども医療費、ひとり親家庭等医療費、重度心身障害者（児）医

療費の３つの医療費に対する助成のことです。 

 

 

 

 

 

 

（人）

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

生活保護者数 9,530 9,930 10,285 11,079 12,765 14,195 15,329 16,404 16,896 17,134

認可保育所入所
児童数

12,511 12,425 12,704 12,825 13,323 15,216 15,769 16,186 16,519 18,472

障がい者数
（身体、知的、精神）

33,575 34,490 34,194 35,632 39,554 40,729 41,573 42,585 43,963 44,653

　（生活保護者数：平成２７年２月２８日時点、保育所人数：平成２６年４月１日時点、障がい者数：平成２７年３月３１日時点）
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扶助費の推移（一般会計）

生活保護費 障がい者自立支援給付費 私立保育所運営費 児童手当 児童扶養手当 ３単県医療費助成 その他

（単位：億円）
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⑤ 繰出金等の推移（国民健康保険会計・介護保険会計・後期高齢者医療会計） 

 

国民健康保険会計などの健康福祉関係の特別会計への繰出金等については、医療

給付費等の増加により増加傾向となっています。 

その内訳を見てみると、国民健康保険会計については、多額の累積赤字を抱えて

いたことから、「健全化１０ヵ年計画（平成１７年度～２６年度）」を策定し、医療

費の適正化や収納率の向上に取り組むとともに、一般会計からの支援拡充により増

加傾向となっています。 

介護保険会計については、高齢者人口の増加により要介護認定者も増加しており、

介護給付費等が増加していることから、一般会計からの繰出金も増加しています。 

後期高齢者医療会計については、平成２０年度から制度の変更によりスタートし、

高齢者人口の増加による医療給付費が増加していることから一般会計からの繰出金

も増加しています。 

これらの繰出金等は、平成 7 年度と比べると、平成 26 年度の決算額は４倍近く

まで増加しており、それぞれの給付費抑制対策が必要です。                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成２０年から後期高齢者医療制度が始まったことにより、老人保健医療会計が廃止されました。後期高齢者医

療制度は県の「後期高齢者医療広域連合」が保険者となるため、本市の後期高齢者医療会計への繰出金とは別に、

当該広域連合に対して、医療費に係る熊本市負担分を拠出しています。 
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Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

健康福祉関係特別会計への繰出金等の推移（一般会計）

国民健康保険会計繰出金 介護保険会計繰出金 老人保健医療会計繰出金 後期高齢者医療会計繰出金 後期高齢者医療広域連合負担金

（単位：億円）

(単位：億円）

Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

国民健康保険加入者数 190,511 216,099 242,754 242,669 240,947 186,273 201,208 199,816 197,328 194,745 191,619 187,492

医 療 給 付 費 247 290 392 410 445 443 465 519 531 530 535 552

要 介 護 者 数 14,422 22,880 22,954 23,799 25,241 28,337 30,330 31,964 34,477 36,253 37,990

介 護 給 付 費 204 321 311 318 331 359 409 434 463 488 513

高 齢 者 人 口 89,951 108,911 123,735 126,958 129,875 135,359 150,647 151,661 155,445 161,780 167,782 173,595
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⑥ 投資的経費の推移 

 

過去に、高い水準で推移していた投資的経費については、抑制により平成２０年

度には２０４億円まで減少しました。その後は、合併による新市基本計画事業の実

施や、指定都市移行に伴う区役所整備や国・県道整備などにより増加傾向となり、

平成 26 年度は 428 億円となっています。 

投資的経費を目的別に分類して見てみると、土木費は平成 20 年度から平成 23

年度まで、110 億円から 120 億円程度で推移していましたが、指定都市移行に伴

い国・県道整備により増加し、平成 26 年度は 239 億円となっています。 

次に、教育費については、平成 17 年度以降 40 億円から 50 億円程度で推移し

ていましたが、田迎西小学校（平成 25 年度開校）、力合西小学校（平成 26 年度

開校）、龍田西小学校（平成 28 年度開校予定）の分離新設校の建設により増加して

おり、平成 26 年度は 74 億円となっています。 

また、特徴的なものとして、商工費が熊本駅前東 A 地区市街地再開発事業により、

平成 21 年度から平成 23 年度に増加しており、総務費が、区役所整備により平成

22 年度、23 年度に増加しています。また、農林水産業費が、国の緊急経済対策

による集出荷施設や低コスト耐候性ハウス整備経費等への助成により、平成 25 年

度に一時的に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※H7 の決算額は特殊要因である開発公社関連分を除く 
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投資的経費の推移（一般会計）

土木費 教育費 農林水産業費 民生費 衛生費 総務費 商工費 その他

（単位：億円）
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扇田環境センター 

 

 

 

 

 

（事業期間）平成 11 年度～平成 14 年度、

平成 21 年度～平成 24 年度 

（総事業費）約 121 億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本城復元整備（本丸御殿） 

 

 

 

 

 

 

（事業期間）平成 11 年度～平成 19 年度 

（総事業費）約 54 億円 

熊本駅前東 A 地区市街地再開発事業 

 

 

 

 

 

 

（事業期間）平成 17 年度～平成 24 年度 

（総事業費）約 211 億円 

区役所整備（東区役所） 

 

 

 

 

 

 

（事業期間）平成 22 年度～平成 23 年度 

（総事業費）約 25 億円 

 

城南地域物産館 

 

 

 

 

 

 

（事業期間）平成 25 年度～平成 26 年度 

（総事業費）約 2 億円 

南消防署 

 

 

 

 

 

 

（事業期間）平成 23 年度～平成 25 年度 

（総事業費）約 6 億円 

〔近年整備した大型施設等〕 

・扇田環境センター【衛生費】（第１期工事：平成１５年度供用開始、第２期工事：平成２５年度供用開始） 

・熊本城復元整備【教育費】（本丸御殿、飯田丸 など）（第１期：平成１０年度～平成１９年度、第２期：平成２０年度～） 

・熊本駅前東 A 地区市街地再開発事業【商工費】（平成２３年度竣工） 

・区役所整備【総務費】（東区役所新設、西区役所増築、北区役所改築、南区役所改築：平成２3 年度竣工） 

・分離新設小学校整備【教育費】（田迎西小学校：平成２４年度竣工、力合西小学校：平成２５年度竣工） 

・国県道整備【土木費】（平成２４年度～）  

・明生園増改築施設整備【民生費】（平成２５年度竣工） 

・消防署整備【消防費】（南消防署：平成２５年度竣工） 

・城南地域物産館【商工費】（平成２５年度竣工） 

・城南総合スポーツセンター【教育費】（平成２６年度竣工） 

 


